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  公的扶助と私的扶助
一賦課方式の公的年金政策と贈与一

仲 間 瑞 樹

1:はじめに

 公的扶助の1つである賦課方式の公的年金政策が存在する経済では，老年

世代を経済的に支える手段の1つとして，公的年金保険料の強化をあげるこ

とができよう。しかし公的年金保険料の強化が資本蓄積を阻害し，効率性の

観点から望ましくないことは周知の事実である。それでは公的年金保険料の

強化が難しい場合，政府及び個人は，どのような手段をもって老年世代に対

応してゆかなければいけないのだろうか？

 公的扶助の強化，公的扶助への過度な依存が難しい場合，そのかわりとし

て私的扶助を考えられよう1＞。具体的には若年世代から老年世代への贈与を

通じて，若年世代は老年世代を経済的に支えられる。この贈与を強めるなら

ば，贈与を賦課方式の公的年金保険料強化のかわりとして利用できるものと

考えられよう。そこで本論文では利己的な贈与動求翌ﾅ，個人が自身の贈与規

模だけに関心をもつといったJoy-of-Giving型贈与動求翌�ﾌ用する。そし

て賦課方式の公的年金保険料の重課，公的年金税・贈与税財源の若年世代へ

の公的移転政策が，資本蓄積，贈与，厚生に与える効果を定性的に分析する。

このような定性的な分析から，主に次の2点に対する回答を与えてゆく。賦

課方式の公的年金保険料の重課は，贈与を含む経済にどのような影響を与え

るか？公的年金税唄曽与税財源の公的移転政策を利用し贈与に刺激を与える

ことで，老年世代を経済的に支える手段として贈与を活用できるか否か？

 そもそも若年世代から老年世代への贈与を扱った文脈では，Barro(1974)

の利他的遺産動求翌�･まえた利他的贈与動求翌�ﾝ定し，利他的贈与動求翌ｪど

1)以下では特に断りのない限り，公的扶助と賦課方式の公的年金(政策)，私的扶助と贈

 与を同義として扱う。
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のような条件のときに求濫¥するかといった研究が積み重ねられてきた2)。ま

た老年世代から若年世代への遺産の規模に比べて，贈与の規模は小さい。す

でに賦課方式の公的年金政策が存在する経済においては，賦課方式の公的年

金給付が公的な贈与として位置づけられるため，贈与の意義も高くないと判

断される傾向にある3)。しかし老年世代を経済的に支える手段，老年期の所

得源は1つではない。政府は賦課方式の公的年金保険料の強化を介し，老年

世代を公的に扶養できる。もちろん個人が私的に贈与を行う可能性もありう

るため，賦課方式の公的年金政策の維持可能性だけを追求するだけでは不十

能させる政策検討の余地が生じる。そこで本論文ではDiamond(1965)の2

期間世代重複モデルを利用し，賦課方式の公的年金保険料の影画がもたらす

経済効果だけではなく，公的年金税・贈与税財源の公的年金政策を介し，贈

与が賦課方式の公的年金政策のかわりとして求濫¥するか否かを，モデルから

定性的に検討する。

 本論文の構成は次のとおり。第2節では本論文で用いられる基本モデルが

提示される。第3節では賦課方式の公的年金保険料の重課，公的年金税・贈

与税重課の若年世代への公的移転政策の3つの政策を提示する。そしてそれ

ぞれの政策が資本蓄積，贈与にもたらす効果を比較静学から，厚生にもたら

す効果を厚生分析から明らかにする。第4節は第3節での分析結果を踏まえ，

分析結果に関する含意を述べる。

2)例えばAbel(1987)では利他的贈与動求翌ｪ求濫¥するためには，動学的非効率が要請され

 ることを論じている。一方0℃onnell and Zeldes(1993)では，利他的贈与動求翌�･まえ

 つつも，子世代が親世代の貯蓄額に関心を払い，贈与をするならば，動学的効率でも

 利他的贈与動求翌ｪ求濫¥することを指摘している。さらにWigger(2001)では新古典派型

 経済ではなく，内生成長経済でも，動学的効率の下で利他的贈与動求翌ｪ求濫¥すること

 を指摘している。

3)Samuelson(1958)を引き合いに出すまでもなく，賦課方式の公的年金に比べて，いかに

 贈与が強制力のない，もろい私的世代間移転であるかは容易に予想できるであろう。

 贈与には強制力が働かない。そのため(どの世代でも必ず何らかの贈与動求翌ﾉ従い，

 贈与をするといった動求翌ｪない限り)若年世代が老年世代に贈与をしても，その若年

 世代が彼ら・彼女らの子供世代から贈与を受けるとは限らない。このような背景も手

 伝い，若年世代から老年世代への贈与の経済分析の意義は，あまり大きなものではな

 いと判断される傾向がある。



公的扶助と私的扶助 (1061 ) 一 71 一

2＝モデル

 人口成長を仮定しないDiamond(1965)による2期間世代重複モデルを利

用する。t期t世代の労働力人口をLtとすればL，＝L，一1＝1が成立する。 t世代

の個人はYaari(1964)流の贈与の規模に関心をもつといった，利己的なJoy

-of-Giving型贈与動求翌�烽ﾂ個人とする。効用関数Utは下の(1)のよ

うに表される。

   ut＝ui (cit) ＋)Bu2 (c2，＋i) ＋u3 (gt) (1)

 ただしClt， c、t＋1はt期t世代の消費，(t十1)期t世代の消費であり正常財で

ある。9tはt期t世代がt期(t-1)世代に与える贈与で，親世代である(t-1)

世代1人当たりのために与える贈与である。効用関数は二階連続微分可能，

強い凹関数，来期の消費に対する割引値は0＜β〈1をみたす。

 t期t世代の個人は，労働を非弾力的に供給することで得る労働所得w，を

消費Clt，貯蓄s，，贈与9tに充当し，賦課方式の公的年金保険料Tl，を政府に

支払う。そして贈与税，公的年金税財源の公的移転A，＝τ，g，， r，＝αTitが給付

される。老年期を迎えた(t十1)期t世代は貯蓄stの元利合計(1十rt＋1)S，，賦

課方式の公的年金給付Ψ，＋1＝Tl，＋1，子世代からの贈与9t＋1を手にし，それら

を消費C2t＋1，公的年金税支払いαT、，＋i，贈与税支払いτ，9t＋1に充当する。ただ

しτ，，αは贈与税率，公的年金税率，rt＋1は(t十1)期利子率である。以上から

個人の予算制約式は，(2)と(3)のように表される4＞。

   cit＝vvt-s，一gt'Ti，十A，十L (2)
   c2t＋i＝ (1十rt＋i) st十 (1-T，) g，＋i十 (1-a) Nll'it＋i (3)

 政府は図1で示しているとおり，t期にt期t世代からt期(t-1)世代への

贈与(公的年金給付)に贈与税(公的年金税)を課す。そしてt期(t-1)世

代が支払う贈与税，公的年金税を，t期t世代への公的移転として給付する。

t期t世代1人当たりの公的移転給付をA，，r、と表すならば，政府の予算制約

式は，A，＝τ，9t， r，＝αTitである。(t十1)期t世代1人当たりが手にする賦課方

式の公的年金給付をΨ，＋1とすれば，政府の予算制約式はΨ，＋1＝Tl，＋1である。

4)本論文では完全予見を仮定する。従って(t十1)期(t十1)世代が(t十1)期t世代に与える

 贈与g，＋1や(t十1)期利子率は，t期に完全に予想されるものと仮定する。



一 72 一 ( 1062 ) 山口経済学雑誌 第57巻 第6号
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図1:本論文での贈与，公的移転のながれ

 生産は新古典派型生産技術に従う。生産関数は一次同次，完全競争を仮定

する。集計化されたt期の生産量と資本蓄積をY，，K，とすれば，集計化され

た生産関数はY，?(K，，L，)と表される。これを1人当たり表示にすると，ア，

＝・
?k・)となる・ただし斤か考であり，f'(・)一・・，f'(・・)一・をみたすも

のとする。また完全競争の仮定から，資本と労働の限界生産物条件がr，rf'

(k，)，w、＝『ブ(k，)一:プ'(k，)・k・'1…ある・これより密一期窺一一一一・kf・ (k，)が成立する. 

 資本市場ではt期t世代の貯蓄が(t十 1)期の資本蓄積に結びつく。財市場

ではt期t世代の労働所得，資本利得，t期の資本蓄積が， t期t世代と(t-1)

期t世代の消費，(t十 1)期の資本蓄積に配分しつくされる。以上から資本市

場，財市場の均衡式は，(4)と(5)のように表される。

   s，＝k，＋i (4)
   w，十rtkt十kt＝ci，十。2，十k，＋i (5)

3:比較静学と厚生分析

 目的関数を(1)，予算制約式を(2)，(3)とする。効用最大化時に個

人は，(特に)贈与税財源の公的移転政策を織り込むものとする。このとき

一階条件として(6)と(7)を得る。ただし効用関数の形状は，仮定1を

みたすものとする。



u 'i，＝ 19 (1十rt＋i) u '2t＋i

(1-Tg) u tit ＝u '3t
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(6)

(7)

仮定1＝効用関数の形状

記帳炉畿・ぬ≡釜であり7 ・'lt＞・・噛〉・・ぬ〉・をみ

たす・定常状態では〃～≡〉・説≡窪:〉鳳≡」畿〉・をみたす・二

階微分については〃f囎く婦≡開く・・ ・s”≡貫く・をみたす・

 一階条件(6)，(7)を動学体系として扱い，動学体系に関する安定性分

析を行うことにより，下記の命題1を得る。

命題1＝Joy-of-Giving型贈与動求翌ﾌ安定性

 個人がJoy-of-Giving型贈与動求翌�烽ｿ，贈与税財源の公的移転政策を

織り込み，効用を最大化する。また，この贈与動求翌ﾉ基づく動学体系が定常

均衡の近傍で線形近似され，効用関数の形状に関する仮定1，資本需要の利

子弾力性に関する仮定4がみたされている。このときJoy-of-Giving型贈

与動求翌ﾌ動学体系から導かれる固有方程式は，確実に異なる2つの実数解を

もつ。さらに仮定1，仮定4がみたされるならば5)，Joy-of-Giving型贈与

動求翌ﾅの動学体系の定常均衡は鞍点均衡である。

(証明:補論1を参照のこと)

以下では定常状態に限定し，

とおり，定常状態で評価する。

   u'i ＝1？ (1十r) u'2

   (1-Tg)u'i＝u'3

(6)と(7)を(8)と(9)で表される

(8)

(9)

5)仮定4については，補論1で展開されている安定性分析で紹介される。
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そして定常状態で表した動学体系(8)と(9)を資本蓄積，贈与，賦課方

式の公的年金保険料，公的年金税率，贈与税率ついて全微分する。

   ［慧:］圃目陰］訂＋に］ぬ＋閣轟

   κi＝⊥ uf'一uf'＋β(一プ〃)ul-fi(1＋r) ・ui'＋6(1＋r)LuE'

     σ々                                  σ丸

   X・＝一(1一τ，)uf一β(1＋r)(1一τ，)uE'

            ノノ   り
   X3一一Ul Ui
     σ々

   x・一一(1-Tg)〃卜1≒u5'

   X、ニ(1一α)ut'＋β(1一α)(1＋r) uE'

   X、＝(1一α)uf'

   X，＝一T，uf一T，fi(1＋r) uE'

   Xs＝＝一Tiuft

   κ・＝＝一guf'一gfi(1＋r) uS'

   X・・一一guf'＋ 1iTg uf

   σkE一   ＞0
      げ”

 σ、は資本需要の弾力性である。行列式を△とおくならば，下記のとおり

表される。

   △＝一6(一ブ”)(1-Tg)ul・f'＋r6(1一・、)(1＋の幽5'

    ＋1圭Tg 1一毒罵＋β(1＋r)1≒1卦一ま醐

          1
    一β(一プ”)            u2'u6t
         1一τ9

 行列式△の符号は△＞0であり，安定性分析と整合的である。
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3-1:賦課方式の公的年金保険料の重病と資本蓄積，贈与，厚生

 この節では，政府が賦課方式の公的年金保険料を重課する場合を分析する。

つまり賦課方式の公的年金給付からの収益率が高まると同時に，政府が賦課

方式の公的年金給付を介して老年世代の公的扶助を高めようとすることにな

る。

 公的年金保険料の重課が資本蓄積，贈与にもたらす効果は，(10)，(11)

のとおりである。

   f/ ＝一一lik一 (i'a)lir:. lti;，)［ut'＋，B (i＋r) us'］ us' (io)

   thdT， ＝一216 (1 一 a) ［('f”) ui一 (1 ＋ r) rus'］ uf' (11)

 また定常状態で評価した効用関数を用いることにより，公的年金保険料の

重課が厚生に与える効果として(12)を得る。

   釧1烏鷺＋(1-Tg)［1≒レ釜一(1-a)〔1烏レf(12)

 以上の結果から，下記の命題2を得る。

命題21賦課方式の公的年金保険料の重課と資本蓄積，贈与，厚生

 個人がJoy-of-Giving型贈与動求翌�烽ﾂ。この贈与動求翌ﾉ基づく動学体

系が定常均衡の近傍で線形近似され，効用関数の形状に関する仮定1，資本

需要の利子弾力性に関する仮定4がみたされている。このとき政府が賦課方

式の公的年金保険料を重課するならば，資本蓄積，贈与，厚生は減少する。

 この命題2は教科書的な結果であり，直感と符合する結果である。公的年

金保険料の重課にともない若年期の貯蓄が減少し，その結果，資本蓄積が阻

害される。また公的年金保険料と贈与は，同時期に同世代に対してなされる

公的移転と私的移転である。従って公的年金保険料と贈与は代替関係にある

ものと考えられ，公的年金保険料が重課されることから公的扶助の割合が強
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められる。ただしその分だけ贈与が阻害されるものと解釈される。そして公

的年金保険料の重課が資本蓄積，贈与，公的年金そのものを通じて厚生に与

える効果から，公的年金保険料の重課は厚生を阻害する方向に働く。

 よって政府が賦課方式の公的年金給付を高めるために，公的年金保険料を

重課するならば，資本蓄積だけではなく，私的扶助である贈与がクラウド・

アウトされる。このように賦課方式の公的年金保険料の重課は私的扶助を押

し出し，経済全体の効率性を阻害する政策から脱しきれないのである。

3-2＝公的年金税重課の公的移転政策と資本蓄積，贈与，厚生

 3-1節では，賦課方式の公的年金保険料の日課による失敗が明らかとなっ

た。その失敗を受けての対応として最も極端な対応は，政府が賦課方式の公

的年金政策を廃止するといった対応になろう。しかし賦課方式の公的年金政

策の廃止が難しい場合，どのような対応を政府はとるべきであろうか？しか

も資本蓄積，贈与，厚生に負の影響を与えないよう，老年世代を経済的に扶

養するといった条件までついてくる。

 そこでこの節では，老年世代が受け取った賦課方式の公的年金給付に政府

が公的年金税を課し，その公的年金税収を若年世代への公的移転給付として

利用する場合を考える。

 公的年金税の重課が資本蓄積，贈与にもたらす効果は，(13)，(14)のと

おりである。

   S/ ?'(i:. 1 'a，］［uf'＋lg(i＋r) us'］ u. s' (i3)

   id.  ＝一2' 6［(一f”) ui一 (1＋r) ruf］ uf' (14)

 また定常状態で評価した効用関数を用いることにより，公的年金税の重課

が厚生に与える効果として(15)を得る。

   劉1剥畷瓶)1・毒レ釜＋艦レ(15)
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以上の結果から，下記の命題3を得る。

命題3:公的年金税重富の公的移転政策と資本蓄積，贈与，厚生

 個人がJoy-of-Giving型贈与動求翌�烽ﾂ。この贈与動求翌ﾉ基づく動学体

系が定常均衡の近傍で線形近似され，効用関数の形状に関する仮定1，資本

需要の利子弾力性に関する仮定4がみたされている。このとき政府が若年世

代への公的移転政策財源として，賦課方式の公的年金給付への公的年金税を

重課するならば，資本蓄積，贈与，厚生は増加する。

 一般に，老年世代が手にする公的年金給付への公的年金課税は，公的年金

給付からの収益率を下げることになる。そのため公的年金税の強化は，否定

的にとらえられがちである。しかしこの命題3は公的年金給付からの収益率

を下げるものの，資本蓄積，贈与，厚生を阻害するわけではないことを反映

している。

 老年世代への公的年金税は，若年世代への公的移転として給付される。従っ

て公的年金税の重課は，若年世代が手にする公的移転給付の収益率増加に結

びつく。そのため若年世代にとって貯蓄を高める余地が生じるため，資本蓄

積が増加する。同時に老年世代への贈与を高める余地も生じ，贈与も増加す

るものと解釈される。公的年金税の重課が資本蓄積，贈与，公的年金そのも

のを通じて厚生に与える効果から，公的年金税重課による公的移転政策は厚

生を高める方向に働く。

 ここでの公的年金税は公的年金給付からの収益率を下げてしまうものの，

資本蓄積，厚生だけではなく，老年世代に対する贈与を高めるように求濫¥し

ている。老年世代は公的年金税を支払う必要があるものの，公的扶助である

賦課方式の公的年金政策，私的扶助である贈与の両者からの経済的恩恵を受

けられる。よって贈与を高める意味でも，逆に公的年金税，その課税ベース

である賦課方式の公的年金が必要なのである。
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3-3＝贈与税重課の公的移転政策と資本蓄積，贈与，厚生

 3-2節では賦課方式の公的年金給付への公的年金税を財源とする，公的

移転政策の経済効果を分析した。もちろん本論文のモデルより，老年世代は

若年世代から私的扶助である贈与を受けている。そこでこの節では，政府が

贈与に対する課税を行い，贈与税収を若年世代への公的移転給付として利用

する場合を考える。

 贈与税重課が資本蓄積，贈与にもたらす効果は，以下の(16)，(17)のと

おりである。

護一一x(±，，］［一顧

壽一一去β9［(一f”)us一(1＋の麗］〃f・一去

＋却げ) 11≒1咽一去β(1＋r)

) 一1］ ［uf'＋19 (1＋r) uE'］ uS

       「1≒1〔i一二

     (i一:一lii，1(”r一一:1:)

］

 ド ドノUIUi

1十r一一〃鰯'
   Ok

(16)

(17)

 また定常状態で評価した効用関数を用いることにより，贈与税重課が厚生

に与える効果として(18)を得る。

   矧1制肇(1一・Tg)［1≒堰浴{9［1転レ(18)

 以上の結果から，下記の命題4を得る。

命題4＝贈与税重課の公的移転政策と資本蓄積，贈与，厚生

 個人がJoy-of-Giving型贈与動求翌�烽ﾂ。この贈与動求翌ﾉ基づく動学体

系が定常均衡の近傍で線形近似され，効用関数の形状に関する仮定1，資本

需要の利子弾力性に関する仮定4がみたされている。このとき政府が若年世

代への公的移転政策財源として，贈与税を重課するならば贈与が増加する。

一方，贈与の限界効用弾力性が1より大きければ(小さければ)，贈与税重

課の公的移転政策は資本蓄積を増加(減少)させる。贈与の限界効用弾力性

が1の場合，贈与税重課の公的移転政策は資本蓄積に影響を与えない。贈与
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の限界効用弾力性が1より大きい，あるいは1の場合，贈与税重課の公的移

転政策は厚生を増加させる。

 贈与税重心の公的移転政策が資本蓄積，贈与，厚生に与える定性的な効果

は，ほぼ先の命題3，仲間(2008)とパラレルである。ただし資本蓄積や厚生

に与える効果については，特に命題3と異なる部分がある。

 老年世代が手にした贈与への贈与税重篤は，贈与からの収益率を下げてし

まう。しかし贈与税が重課されることから，若年世代が手にする贈与税財源

による公的移転給付からの収益率が高まるため，老年世代への贈与を極力高

めようとする。

 次に贈与税重課の公的移転政策が資本蓄積に与える効果については，贈与

の限界効用弾力性の大きさに応じた解釈が必要である。まず贈与の限界効用

弾力性が1より大きく，弾力的な場合である。この場合，もともとの贈与の

サイズが小さく，贈与が貯蓄を大きく阻害していないものと考えられる。そ

こでJoy-of-Giving型贈与動求翌ﾉ従って贈与を十分に高めるならば，贈与

税重課による公的移転給付からの収益率も高まり，結果として貯蓄の増加，

すなわち資本蓄積の増加が生じるものと考えられる。しかし贈与の限界効用

弾力性が1より小さく，非弾力的な場合は，もともとの贈与のサイズが十分

に大きく，贈与が貯蓄を大きく阻害しているものと考えられる。もちろん

Joy-of一一 Giving型贈与動求翌ﾉ従って贈与を高めているものの，手にした贈

与税財源の公的移転給付をもって，貯蓄の阻害を回復させるまでに至らず，

貯蓄の減少，すなわち資本蓄積が減少するものと考えられる。贈与の限界効

用弾力性がちょうど1の場合，贈与による貯蓄阻害の効果と，贈与税虚血に

ともなう公的移転給付の増加がちょうど相殺されているものと考えられる。

従ってこの場合については，資本蓄積が変化しないものと解釈される。

 以上から贈与税温和の公的移転政策によって資本蓄積が刺激される，ある

いは資本蓄積に影響が生じない場合に限って，厚生が資本蓄積，贈与，贈与

税そのものの変化を通じて刺激されるものと解釈される。
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 一般に老年世代が手にした贈与に贈与税を課すことは，贈与からの収益率

を下げるため，否定的にとらえられがちである。しかし先の公的年金税と同

様，贈与税は条件付であるものの資本蓄積，厚生だけではなく，老年世代に

対する私的扶助である贈与を高めるように求濫¥している。従って老年世代は

公的扶助である賦課方式の公的年金政策，私的扶助である贈与からの恩恵を

受けられる。逆説的ではあるが，老年世代に対する贈与課税は贈与を高める

意味でも重要なのである。

4:おわりに

 本論文ではJoy-of-Giving型贈与動求翌ﾌもとで，定額の保険料を財源と

する賦課方式の公的年金，若年世代から老年世代への贈与の両者が存在する

経済をモデル化した。そして賦課方式の公的年金保険料の重課，公的年金税

重畳の若年世代への公的移転政策，贈与税重課の若年世代への公的移転政策

の3つが資本蓄積，贈与，厚生に与える効果を定性的に分析した。分析結果

の含意については，以下のとおり集約できる。

 まず公的扶助の1つである賦課方式の公的年金政策を強化することは，老

年世代が手にする公的年金給付からの収益率を上げることに他ならない。た

だしその代償が大きい点も見逃せない。その代償は，よく知られた賦課方式

の公的年金保険料の強化による効果一資本蓄積の阻害一だけではとどまらな

い。贈与，厚生まで阻害されてしまうため，公的扶助の強化が私的扶助であ

る贈与まで押し出してしまうといった，クラウディング・アウト効果が生じ

る。よって賦課方式の公的年金政策と贈与が共存する経済では，効率性，私

的扶助への阻害を回避する観点から，政府は極力，賦課方式の公的年金保険

料の強化をとるべきではないものと判断されよう。

 それではいかにして老年世代を経済的に支えてゆくべきか？本論文のモデ

ルの枠組を考慮するならば，賦課方式の公的年金政策，そして贈与をあわせ

て活用できないかといった点について検討する余地が生じる。賦課方式によ

る公的年金保険料の強化を通じて，老年世代への公的扶助を高めることが難
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しいならば，そのかわりとして私的扶助の活用の可能性を検討する必要が生

じる。

 そこで賦課方式の公的年金給付への公的年金税，贈与税を財源とする若年

世代への公的移転政策を分析した。これは老年世代の手にする公的年金給付，

贈与に課税をした上で，それら税収を若年世代に給付するといった政策であ

る。このような若年世代への給付は，贈与税を利用する場合については一定

の条件が必要であるが，資本蓄積，贈与，厚生を高めるように求濫¥すること

が確かめられた。つまり老年世代を経済的に支える手段は，賦課方式の公的

年金政策及び公的年金保険料の強化だけではない。公的年金税，贈与税財源

の若年世代への公的移転政策が触媒となるものの，贈与が老年世代を経済的

に支える手段として十分に求濫¥するのである。

 賦課方式の公的年金政策の維持可能性を追求することは，政府の役割の1

つである。しかしそれだけではなく，若年世代から老年世代への贈与を円滑

に求濫¥するような政策形成も政府の役割の1つになろう。あくまで本論文の

モデル環境の範囲内ではあるが，贈与を円滑に求濫¥させ，しかも資本蓄積や

厚生を阻害しない公的移転政策が存在するからである。
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表1＝比較静学と厚生分析の結果

＜0

㎏万
＜0

＜0

嵌『

Sα
＞0

㎏ぬ

＞0

ぬ一

ﾊ
＞0

識『

翌X

贈与の限界効用弾力性が1より大きいとき(小さいとき) ＞0(＜0)

｡与の限界効用弾力性が1のとき ＝0

㎏一

ﾝτ9
＞0

ぬ轟

贈与の限界効用弾力性が1より大きいとき，1のとき ＞0

補論1＝安定性分析

 動学体系を(6)，(7)として，下記の第1ステップから第3ステップに

従って動学体系の安定性を分析する。

第1ステップ

 一階条件(6)，(7)を動学体系として，定常均衡k，gの回りで線形近似

する。
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  ［llll＝1］一［llr［訓1:1］

  A＝一u｛一β(1十r)・u5t十β(1十r)⊥uS'十β(一f，，) uS

                 σ鳶

   B＝一β(1十r)(1-Tg)u壱'

   C＝一ul'

   D＝O

   E＝一一 ui'

     σκ

   F＝(1一τ，)uf'

      ア   G＝一一:一 uft

      σん

   H一(1-T・)・・f'＋1iTg ulr

   σk≡一一＞0
      ゼ”

 ただしαは資本需要の利子弾力性6)σk≡一⊥＞0である。以上の結果を踏
                    げ”
まえ，下記の行列の積［Ω］を求める。

   ［Ω］≡［1∴二」

 ここで固有値をλ，固有方程式をφ(z)と表し，行列［Ω］の固有方程式φω

を求めるならばφ(z)＝λ，一1λ十Jを得る。ただし1と」は下記のとおり。

     (DE-BG)十(AH-CF)
   ∫＝
        AD-BC

     β(1十r)(1-Tg)uf'u5「

6)資本需要の利子弾力性についてはAzariadis(1993)を参照のこと。



   J＝             (AD-BC)2

       責〔ま1曜

     β(1＋r)(1一τ、)uf'u5'

 ここで資本需要の利子弾力性に関して仮定2を課す。

仮定2:資本需要の利子弾力性

               ア                     ア
資嬬要の利子弾力翫≡一 F＞0は・大小関es Uk＞序をみたす・

 効用関数の形状に関する仮定1，資本需要の利子弾力性に関する仮定2が

みたされるならば，1と」の分母，分子の各項それぞれがすべて正値である。

次に固有方程式φ(z)の判別式をD，とおき，D1＝⑦2一りを計算する。最終的

に得られる判別式Dlの値は，下記のとおり。

   D1＝(1一τ，)2［uf'＋β(1＋r)2π512(Zi)2(uf')2

      1 2
         (Zl)2(uf')2(u5')2    十一      1一τ汝
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 2＞及びNの最終項Zの値は下記のとおり。

   N一(1 一一 Tg) (ui') 2＋17 (1＋r)・(1一・Tg)州丸〕罵

    ＋β(1＋r)1≒111選一乱溺一βけう麗

       1
         uS'十 (1-T，) u｛' 〈O   z ＝＝
      1 “' Tg

 一方，」の値は下記のとおり。

      (DE-BG) (AH一一一C17) 一一 (DF-BH) (A G-CE)
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＋62 (1＋r) 2( ±. ，， ］2 ［1＋r'i12 (zi)2(ui') 2(us')2

十ff(一f”)2(z)2(zi)2(uD 2

十2/7 (1十r) 1 1十r-2-1“ i (Zi)2(u｛') 2us'ug'

         Ok

十2 (Zi) 2 (uf') 3u6'

( 1075 ) 一 85 一

三(1-Tg)レ＋β(1一責レ1］Z(瑠

    pt 2/ii2 (一一f”) (i＋r) 1 iJ:. liri，， 1 li＋rtlz(zi) 2uiufus'

    ＋2fi(1＋r)〔1廿誹r＋β(1＋r)洲竜2司(Zi)2uf'・i'・5'

          1
                ＞0である。ここで資本需要の利子弾力 ただしオ＝      ［iB (1＋r) (1'T，) uf'uS'］ 2

性に関して仮定3を課す。

仮定3:資本需要の利子弾力性

資本需要の利子弾力性α呼〉・は・大小関係ak＞艦をみたす・

ただし仮定2と仮定3の両者に共通する大小関係の範囲は・Ok＞21十rであ

る。

 ここで仮定1，仮定3がみたされるならば，判別式Dlの各項の値はすべ

て正値である。すなわち判別式D、は確実に正値であり，D1＝(1)2一好＞0が

成立する。よってJoy-of-Giving型の贈与動求翌ﾌ動学体系より得られる固

有方程式φ(z)＝λ2-IZ十」は，異なる2実数解をもつ。
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第2ステップ

 固有方程式φ(z)＝λL皿十」からφ←1)，φ(1)を求める。φ←1)＝1十1十

」より，仮定1と仮定3がみたされるならば1＞0，ノ＞0。よってφ(一1)＞0。

 一方φ(1)は，下の(19)で表される。

   ¢ (1) ＝＝ 1-1十J

          M
     ＝β(1＋r)(1一冤協       (19)

 分子Mの値は下記のとおり。そして資本需要の利子弾力性について仮定

4を課す。

   M＝！3(一f”) (1-T，) uiut'一r19(1-T，) (1＋r) uf'uE'

    一「f≒1〔1一ま齢β(1＋r)1≒11勃一毒1溺

    ＋fi(Mf”) 1 i:一lii;.  luius'

仮定4＝資本需要の利子弾力性

               ダ資本需要の利子弾力JMII ak≡「7＞0は・±'J'関。＄ ak＞rをみたす・ただし

r＞1ならば仮定2から仮定4をみたす範囲はσ、 ＞r，r＜1ならば仮定2から

仮定4をみたす範囲齢21潮である・

仮定1からφ(1)の分母の符号は正値。仮定1，仮定4が成立するならば，

φ(1)の分子の符号はM＜0。よってφ(1)＜0。以上から命題1を得る。
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